
(1)　はじめに

コンビニエンスストア(以下、コンビニ)は現代
社会において重要なインフラであり、消費者に日
常的に身近な存在である。「持続可能な開発目標
(Sustainable Development Goals, 以下、SDGs)」
は2015年に国連で採択されて以来、政府や企業な
どが強い関心を示しており、コンビニもまた安心
安全な商品づくりや住みやすい街づくりなどでそ
の行動を示している。一方で、消費者のSDGs認
知度や関心は諸先進国に比べ著しく低いという課
題がある。消費者の購買場面での接点を多く持つ
コンビニが、SDGsを効果的にプロモーションす

ることで、コンビニの収益性向上と好感度向上、
そして消費者のSDGs認知度向上への寄与が可能
となるのではないか。
そこで、本研究ではSDGsに関するコンビニ

側・消費者側それぞれの認識や関与などの現状を
調査したうえで、SDGsを含むコンビニのさまざ
まなマーケティング活動の新しい形を示唆できる
ような実験的な研究を行い、企業の収益性の向上
に寄与するようなプロモーション施策を提案した
い。

(2)　本研究の背景

1．SDGsの制定背景

2015年に国連サミットで採択されたSDGsは国
際社会共通の目標として世界規模で注目されてい
る。蟹江 (2015)は、このSDGsは途上国の社会的
課題を対象とし2000年に制定されたミレニアム開
発目標(Millennium Development Goals, MDGs)

や、地球環境保全に関する国際会議リオ+20の流
れを包括しつつ、より広い範囲の課題解決と持続
可能な社会の構築を実現するための目標であると
する。SDGsは先進国を含む国連加盟国を対象に

した、環境問題や人権問題、貧困、飢餓といった
課題の解決を目指す17のゴールと、その課題ごと
に設定された達成基準である169のターゲットか
ら構成されており、その背景にはわれわれ人類を
取り巻く諸問題への危機意識の高まりがある。政
府のみならず企業、教育機関、そして消費者一人
ひとりが当事者としてSDGsの目標達成に向けた
姿勢を示す必要がある。
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2．SDGsに対する企業の取組みとCSRの
関係

SDGs制定以前、2003年頃から企業の社会的責
任 (Corporate Social Responsibility,以下、CSR)

という観点から、人権の保護・地域社会との共
存・地球環境の保全といった社会課題に対して、
各企業が取り組んできた。内山 (2015)は、企業経
営における経済性とともに社会性・人間性が強調
され、経営活動の成果としての経済価値に加え、
企業価値の創造を求められていると指摘する。殿
﨑(2014)は、企業がCSR活動を積極的に行ってい
ることと売上高経常利益率には正の相関があるこ
とを示しており、ステークホルダーにその活動姿
勢を示すことにプラスの影響があることは明らか
である。企業が、ビジネスを通して利益率向上だ
けでなく、社会における存在価値を高めようとし
ていることがわかる。CSRに通ずる概念として、
ISO26000や共通価値の創造 (Creating Shared 

Value, 以下CSV)などがあげられるが、どれも
企業内における活動指針に限られている。笹谷
(2019)は、SDGsはISO26000やCSVを深める上で
も役立つ国際的な共通言語であるとする。小野田
(2019)は、2016年から2018年の調査を元に、CSR

担当者のSDGs認知度が一定して高いことと経営
陣への認知率向上が2018年に急激な伸びを示し、
約60％に達したことから、企業内でもSDGsの取
組みへのプライオリティが非常に高くなっている
ことを指摘した。笹谷 (2019)は、SDGsに取り組
むことはマルチステークホルダーに的確に対処す
るための必須条件とし、今後企業が取り組むべき
社会課題の具体的な手掛かりとしてSDGsが有効
であるといえる。

3．コンビニのSDGs取組みの現状

コンビニは、1980年代初頭に出現した新しい小
売業の形態であり、2019年３月時点において、国
内主要チェーンのみでも５万７千店舗が展開して
いる。朝日新聞 (2019)は、こうした急速な拡大の
背景にはひたすらに『便利志向』の日本人のライ
フスタイルがあり、それらに対応するだけの豊か

な経済的成長とコンビニ業界の変化対応力があっ
たためだと分析している。 
そうしたコンビニ業界の成長と並行し、SDGs

の採択をはじめとした環境への取組みは、従来の
政府主導から、企業や個人にも主体的な取組みが
求められている。この流れは日本が低成長時代に
突入し、国内店舗数の飽和や少子化による労働者
確保が困難になる今日、従来通りのコンビニのビ
ジネスモデルが通用しなくなるのは自明なことで
ある。
国内で店舗を展開する各チェーンはそうした課
題に対応するべく、社会貢献の一環としてさまざ
まな取組みを実施している。セブン－イレブン・
ジャパン、ファミリーマート、ローソンのコンビ
ニチェーン大手３社はSDGs17目標の中から重点
目標 (マテリアリティ)を独自に定め、取組みを始
めている。2019年に入り、一部店舗において24時
間営業を見直す方針を打ち出し、また2020年７月
のレジ袋有料化などある程度の成果は出ていると
いえる。
しかしながら、こうした取組みは未だ十分とは
言えない。大手コンビニチェーン各社が加盟して
いる日本フランチャイズチェーン協会は、低炭素
化や食品ロス、レジ袋削減といった目標を打ち出
してはいるものの、現状各社が独自に設定した目
標を個々に取り組んでいるに留まる。SDGsをは
じめとした、コンビニの企業活動全てに関わる
といっても過言ではない取組みが全世界から求
められ、そうした取組みを投資判断基準とする
ESG(環境・社会・ガバナンス)投資が存在する中、
個々の企業だけで今後も対応できるのかには不安
が残る。自他ともに社会インフラを標榜するコン
ビニなら尚更、チェーンの垣根を超えた取組みが
必要となるのではないか。

4．消費者のSDGs教育と心理作用

電通(2018)によると、世界20カ国・地域におけ
るSDGsの平均認知度は51.6％である一方、朝日
新聞（2019）の調査では27％と未だ低いという
課題がある。「倫理的消費」調査研究会（2017）
は、倫理的消費に興味があると答えた消費者は
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35.9％、興味があり且つ実践していると答えた消
費者は29.0％と、倫理的消費の関与率が低いこと
やさらに興味がありながらも行動を伴わないこと
が明らかとなった。玉置 (2010)は、消費者にとっ
ての倫理的製品はほかの製品に比べ高関与である
ことから、社会や環境に対して高い意思を持つ
消費者のみが反応しやすいことを示した。根本
(2018)は倫理的消費者を「自発的かつ能動的に社
会に関与する存在」と定義し、社会課題に対する
関与の在り方を根気強く模索することで、良き社
会を構築していく存在となることを期待してい
る。これらの先行研究から、可及的速やかに消費
者のSDGs教育を進めていく必要と、そのために
は消費者の倫理的行動を促す心理的な働きかけが
必要である。
倫理的行動をプロモーションに結びつける研究

として、増田・石井・恩蔵 (2019)は、倫理的関心
が低い消費者には具体的訴求内容を含んだ広告が
効果的で、倫理的関心が高く知識が豊富な消費者

には抽象的な訴求広告が購買行動に繋がることを
示している。リチャード・セイラーは人間の脳に
は２つの思考システムがあり、直感的な自動シス
テムと合理的な熟慮システムと名付け、ときに人
間は自動システムにより直感的な選択を行うこと
を指摘した。2017年度のノーベル経済学賞を受賞
した「ナッジコミュニケーション」もその一つで
ある。「ナッジ」、つまりヒジで軽く突っつくよう
な、強制や金銭的動機付けに頼らないコミュニ
ケーション方法により、人間は意図せぬ行動をと
ることがある（Richard, 2009）。例えば、2000年
にカリフォルニアで行われた省エネ実証実験で
は、「節約のためにエアコンではなく扇風機を使
おう」「地球のためにエアコンではなく扇風機を使
おう」といったメッセージよりも、「ご存知です
か？ご近所さんは既にエアコンから扇風機に変え
ています」というメッセージがもっとも消費者に
対して力を持ち、消費者の行動を促しているとい
う。

（3）　研究目的

SDGsは「誰一人取り残さない」社会を目指し、
環境・社会・経済の３側面から世界全体で解決す
べき目標である。本研究では、17の目標のうち、

コンビニと消費者間での接点が多く、かつ店頭の
プロモーションにて検討の余地がある目標に対し
フォーカスする。

表１　SDGsとコンビニの接点
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本研究では、SDGsをプロモーションの視点か
ら考察し、コンビニの新たなサービス提案や、店
頭でのマーケティング施策の提案を行うことを目
的とする。私たち消費者の生活にとって日常的に
身近で、インフラとしても重要な役割を果たして
いるコンビニが、SDGsの効果的なプロモーショ

ンを行うことで、コンビニの収益性・好感度向上、
消費者のSDGs認知度向上に寄与できると考え
た。コンビニの課題と消費者のニーズを定性的・
定量的に調査し、店舗を想定した実証実験を行う
ことでSDGsの効果的なプロモーション方法を探
る。

(4)　コンビニ運営会社へのインタビュー

(目的)

コンビニ各社がCSRとSDGsを推進していく上
での課題を定性的に調査する目的で、表１で示し
たコンビニ、消費者とSDGsに共通する課題に沿
い、各社のCSR担当部署にインタビューを実施
した。

(方法)

調査方法　2019年９月13日に㈱ポプラ、10月４
日に㈱ローソン、10月29日に㈱セコマにインタ
ビューを実施した。また㈱セコマについては、距
離的制約により書面上でのインタビューとなっ

た。所要時間はいずれも１時間程度であった。イ
ンタビュアーはグループのメンバーが務め、調査
協力者の協力を得て録音を行い、後日文字起こし
をしたものを資料とした。
調査項目　コンビニ各社が抱える課題の中でも、
表１に示される大手各社が設定している重点目標
において消費者の視線に触れることが多い「省エ
ネ・省資源化」「公共インフラ」「安心な商品・サー
ビスの提供」を中心とした項目に加え、各社の特
性に即した課題を想定した質問紙を事前に送付し
た。

表２　コンビニ、消費者とSDGsに共通する課題

(結果)

1．株式会社ポプラ
株式会社ポプラは2018年２月時点で全国に461

店舗を展開する、広島県に本社を置くコンビニ
チェーンであり、ローソンと資本業務提携関係に
ある。ポプラでは、CSRに関して「環境への取
組み」と「地域社会との関係」への取組みをあげ
ている。この取組みを本研究における各分野にお
ける課題に置き換えて記述する。
「省エネ・省資源化」の面では、「地球温暖化
対策(CO²削減)」と「廃棄物の削減とリサイクル」

の２つを実施している。「地球温暖化対策 (CO²削
減 )」については、店舗照明のLED化や太陽光発
電装置の導入、配送の最適化や配送車の低公害化
を行っている。「廃棄物の削減とリサイクル」に
ついては、店舗内で扱う米を無洗米化、食品廃棄
物のリサイクル、プライベートブランド商品表示
の植物性インキ化、プラスチック袋や割箸削減の
取組みなどがある。
「公共インフラ」の面では、「セーフティステー
ション活動」と「災害時対応」、「募金」の３つを
実施している。本社のある広島県とはエコパート
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ナー協定を結び、連携して課題解決を行ってい
る。加えて、瀬戸内海の離島への出店も行ってい
る。
「安心な商品・サービスの提供」の面では、創
業以来、弁当等の製造から販売まで自社で行う
「製販一貫体制」と弁当用の米を店内で炊き上げ
る「店内炊飯」によって高品質な商品・サービス
が提供されている。
ポプラの独自の取組みがスマートフォン用アプ

リの「No Food Loss」の導入だ。2019年夏から
直営店でのみ導入されており、近隣店舗で販売期
限切れや季節限定のパッケージなどの理由で廃棄
される商品を値引きクーポンで購入できる仕組み
だ。対象となった商品の消化率は３割程度ではあ
るが、30代から50代の女性層が良い反応を示して
いる。今後の取組みとしては、アプリと連携して
のデジタルサイネージや来店ポイントの付与を通
して、取組みをプロモーションしていくとしてい
る。

2．株式会社ローソン
国内17,015店舗を展開する大手コンビニチェー

ン、ローソンは1975年の一号店オープン以来、消
費者目線の「社会インフラ」として、自社を位置
付けている(ローソン統合報告書2019より)。ロー
ソンは2019年３月にSDGs委員会を立ち上げ、こ
れまでのCSR活動に加えて、四半期に一度全本
部長が会する場を作ることで定期的な進捗状況の
確認とトップダウンの意思決定を下すことで全社
をあげての推進を目指す。このSDGs委員会の成
果として、SDGsの17目標の中から、ローソンと
しての重点目標を３つ策定し、社内外に公表して
いることがある。同様の目標は他の大手チェーン
も独自に策定している。SDGsの取組みを経営層
が共有する委員会の設立は、推進に向けた意思決
定を行う上で重要な役割を果たすと考えられる。
今後の取組みとしても、SDGsについての取組み
を社内外に打ち出し、営利企業として持続可能な
SDGsを推進したいとしている。ローソンは設定
した３つの重点目標、「圧倒的な美味しさ」、「人
への優しさ」、「地球(マチ)への優しさ」に取り組
んでおり、これら取組みを本研究における各分野

における課題に置き換えて記述する。
「省エネ・省資源化」の面では、2030年までの

KPIとして食品ロスを2018年対比で50％削減、容
器包装プラスチックは2017年比で30％、プラス
チック袋は100％を再生プラスチックに置き換え
るとしている。また、一店舗あたりのCO²排出量
も2013年比で30％を削減するとしている。
「公共インフラ」の面では、ローソンが展開す
る系列店、天然食材を扱うナチュラルローソンや
100円ショップであるローソンストア100、高品質
スーパーの成城石井の核店舗で取り扱う商品をス
マートフォンで予約すれば、指定したローソンに
届くという「ローソンフレッシュピック」という
サービスを展開し、買い物をする時間がない主婦
層や単身者層へのアプローチ強化を図る。移動販
売についても取り組んでおり、モデル店舗として
広島県の神石高原町では道の駅内に店舗を出店
し、店舗としての機能に加え、移動販売や日本郵
政の見守りシステムの拠点となっている。
「安心な商品・サービスの提供」の面では、提
供する商品については、減塩や糖質量などが一目
で分かるパッケージに変更し、消費者にフレンド
リーな商品づくりを進めている。2011年から店内
の「MACHI café」で提供されるコーヒーには、
レインフォレストアライアンス認証を取得し、適
正価格での取引にも努めている。

3．株式会社セコマ
セイコーマートの親会社であるセコマグループ
は、1971年に札幌に一号店をオープンして以来、
生産から物流、商品販売までを一つのグループ内
で一手に担う。グループの中核企業が、北海道を
中心に1190店舗を展開(2019年３月時点)するセイ
コーマートである。
2019年度サービス産業生産性協議会(JCSI)調べ
によると、過去５年にわたり大手チェーンであっ
ても停滞気味な顧客満足スコアにおいて首位に
立っている。消費者がセイコーマートを支持する
理由として、「過疎地にも出店して地域に貢献し
ているから」、「災害時に地域に貢献してくれるた
め」、「地域を支えるインフラであるという起業精
神を評価しているため」、「地域密着で親しみがあ
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る」、「地元食材を使うことでの安心感」などがあ
げられる。こうした反応は、セコマグループの理
念である『共存共栄』に沿った運営がなされてい
る証拠だろう。セコマでは、CSRに関して主に
「過疎地における店舗展開」、「地域原材料を用い
た商品開発および拡販」、「災害を想定したBCP

の策定と地域支援」をあげており、この取組みを
本論文における各分野における課題に置き換えて
記述する。
「省エネ・省資源化」の面では、販売期限が近
づいた商品の見切り販売については各店舗の裁量
で行なわれている。本部にとっても加盟店の廃棄
ロス負担増加は総粗利益額の減少、ひいてはロイ
ヤリティ収入の減少となるためである。
「公共インフラ」の面では、過疎地(買い物困難
地域 )への出店があげられる。北海道の買い物困
難地域は多くが生産空間であり、日本、特に人口
が多い都心部の食を支える上で存続させなければ
ならないための戦略である。岩田 (2016)は、コン
ビニ経営を成り立たせる為に店舗の半径500メー
トル以内に3000人の商圏が必要だと述べている。
一方で、北海道の34ある人口3000人未満の自治体
にコンビニは49店舗あり、そのうち36店舗をセイ
コーマートが運営している。大手チェーンが進出
していない道内の買い物困難地域にも積極的に店

舗を展開している。こうした店舗の出店は地域行
政に支えられており、まさに本業を通した社会貢
献の好例とである。
「安心な商品・サービスの提供」の面では、一
般的にコンビニの弁当は昼工場で作られ夜店舗で
売られるが、セイコーマートでは「ホットシェフ」
を店舗内で展開することで作りたての弁当をその
場で提供する方式を取っている。また北海道産の
原材料による商品開発にもこだわっており、自社
で設立したリテールブランドでも自社基準をもっ
て製造・加工から配送、店舗での商品管理、品質
管理を行い、PB商品の最大の特徴である合成着
色料と保存料を一切使わない「おいしさ・自然逸
品」で差別化を図っている。

(考察)

今回３社に行ったインタビューでは、各社の
CSRとSDGsを推進していく上での課題を定性的
に調査した。３社ともに企業規模により差がある
ものの、「省エネ・省資源化」「公共インフラ」「安
心な商品・サービスの提供」すべての課題に対し
てある程度共通した取組みが行われていた。表１
で示した取組みにおいて、３社で共通していたも
のと違いがあったものについて表３に示す。

表３　コンビニ３社共通または独自の取組み

「省エネ・省資源化」の面では、特に2020年７
月に有料化されるプラスチック袋については、ポ
スターや店内放送、レジでの声掛け等による周知
を行っており、マイバッグを持参する利用者も増

加傾向にある。だが、KPIなど具体的な数値設定
を行っているのはローソンのみであった。日本フ
ランチャイズチェーン協会に加盟しているコンビ
ニ８社ではプラスチック袋削減に向けて、声掛け
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やプラスチック袋の軽量化、消費者の告知などの
運動を行っているが、店頭で購入される商品は加
温及び冷蔵・冷凍食品が主ということもあり、プ
ラスチック袋辞退率は大きく変わっていない。
「公共インフラ」の面では、３社ともに買い物
困難地域へ出店を行っている。ローソンが実施す
る「ローソンフレッシュピック」は現在関東エリ
アのみのサービス提供であるが、今後全国的に
展開された場合、独身者・主婦層の食のバラエ
ティーが増えることが期待される。
「安心な商品・サービスの提供」の面では、各
社が自社の強みを活かした取組みを行っていた。
ポプラは食品ロス対策としてスマートフォン用
アプリを導入したことで、従来廃棄になってい
た商品の３割が売れるようになり、普段ポプラ
の店舗を利用しない層も来店するようになった。
ローソンは店舗内で挽きたてコーヒーを販売する
「MACHI café」を展開しており、そこで提供す
るコーヒーに用いる豆に「レインフォレストアラ
イアンス認証」を取得している。しかしながら、
両社共に取組み開始後もステークホルダーからの
反応は薄い。これはコンビニの利用者は新商品へ
の関心が高く、逆にCSR活動の認知は低いこと
に起因すると考えられる。
今回のインタビューでは、コンビニ各社が取り

組むSDGsに関する施策が、消費者に十分認知さ
れていない現状を明らかにした。メディアで発信
されることが少ないため、コンビニ利用者はさま
ざまな取組みの認知度が低いことが課題として提

示された。
Kotler＆Lee(2005)はその成果の中で企業の社
会的な取組みを分類して紹介しており、企業が自
主的に、自らの事業活動を通して、または自らの
資源を提供することで、地域社会をよりよいもの
にするために深く関与していくことになると述べ
ている。茂・荒木 (2008)は、社会的責任を果たさ
なければ消費者に受け入れられず成長できない時
代になり、そうした意識の薄い店舗は衰退してい
くことになると提言している。最終的な購入の判
断は消費者が行うことだが、消費者にとって非常
に身近な存在であるコンビニが果たせる役割は大
きく、購入以前の段階において、SDGsに配慮し
た選択肢を準備し、消費者に提示することが重要
であろう。

(5)　買い物困難者・高齢者・外国人留学生
を対象にしたインタビュー

(目的)

都会に住む多くの人にとって、便利な立地で24
時間営業しているコンビニは、まさにコンビニエ
ンスな存在である。しかしながら買い物困難者や
高齢者、外国人に代表される特定のセグメント
は、買い物に対し何らかの困難を伴う。そのよう
な、通常の買い物が可能でないターゲットが買い
物へ抱える課題、コンビニや商業施設へ持つ目
的、潜在的なニーズを探る。以上がこのインタ
ビューの全体の目的である。
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表４　インタビューの目的と質問内容

３つのセグメントそれぞれ固有の目的を述べ
る。
1.買い物困難者
コンビニのSDGsの取組みにおける対象者の認

知や利用状況、課題、そして新たなニーズを明ら
かにする。
2.高齢者
コンビニ実店舗における課題や新たなニーズを

明らかにする。
3.外国人留学生
コンビニ実店舗におけるダイバーシティへの対

応や、日本の社会や政府、コンビニが行うSDGs

への取組みに対する客観的な評価を得る。

1．買い物困難者

(方法)

調査方法　実施期間は、2019年10月12日から12月
11日である。一対一による対面、一部遠方の対象
者へは電話にて実施した。
調査対象者　農林水産省の発行する食料品アクセ
スマップには、「食料品アクセス困難人口とは、
店舗まで500m以上かつ自動車利用困難な65歳以
上高齢者」とある。本研究ではこれを「買い物困
難者」とする。研究グループ各員の親戚やその知
人８名へ実施した。対象者の居住地域及び人数

は、千葉県、新潟県がそれぞれ２名、青森県、福
島県、神奈川県、愛知県がそれぞれ１名である。
調査項目　コンビニが取り組む買い物困難者向け
サービスの認知や利用状況、買い物とそれ以外の
日常生活で不便に感じていることや、新たな要望
等を質問した。買い物困難者は近年関東圏にも増
加しており、今や日本の社会問題の１つである。
SDGsでは、目標10「人や国の不平等をなくそう」
や目標11「住み続けられるまちづくりを」からの
フォローを受けており、それに伴いコンビニ各社
は移動販売や宅配をはじめとする、買い物困難者
を対象としたサービスを展開している。

(結果)

新たなニーズに関する結果である。サービスに
関しては「行政サービス」「宅配」「移動販売」、商
品に関しては「生鮮食品」「高齢者向け衛生用品」
「医薬品」が新たなニーズとしてあげられた。こ
れらのニーズを問う質問は、対象者へコンビニの
SDGsへの取組みを具体的に紹介する以前に実施
している。サービスに関してあがった「行政サー
ビス」「宅配」「移動販売」は、コンビニが既に取り
組んでいる買い物困難者向けのサービスと一致し
ている。つまり、買い物困難者のニーズとコンビ
ニの取組みは一致している一方で、サービス認知
がされていないという課題が明らかとなった。
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コンビニの買い物困難者向けサービスの認知や
利用状況に関しての結果である。サービスの一部
を認知している人は少数名いたが実際に利用して
いる人は１名であり、利用に関しても推進してい
く必要性が明らかとなった。サービスを一部認知
しつつも利用していない人に対して理由を聞いた
ところ、「健康に良くないイメージがある」「食の
好みが合わない」「まだ利用せずに済んでいる」と
いう回答があげられた。サービスの認知と利用の
どちらもしていない人に対して、コンビニの具体
的な取組みを伝えると、「困ったときに使いたい」
「良いイメージに変わった」などポジティブな反
応を得られた。
興味深い結果として、買い物困難者としての当

事者意識の有無が、サービス利用の有無に関わっ
ているのではないかという示唆された。買い物困
難者向けサービスを利用していないと回答した７
名全員が、「自身を買い物困難者であると自覚し
ているか」という質問に関して、「言葉として知っ
ているが自分は当事者だとは思わない」と回答し
た。その理由は、７名全員が「自分も昔より買い
物に苦労はしているが、より大変な状況の人がい
ると思うから」と回答した。ちなみに自身との比
較対象として回答にあがったのは、近隣住民から
過疎地域に住む親戚、新聞で目にした状況まで幅
広いものだった。公益財団法人流通経済研究所
(2017)も、買い物困難者に関する調査の際には、
買い物が「不便であることへの自覚」が無い高齢
者が多い点に注意が必要、とある。買い物困難者
という当事者意識のなさにより、買い物困難者向
けサービスの普及が進まないという可能性が示唆
された。
以上の内容から、サービス認知を進め、健康や

食に対するイメージを改善する必要性はもちろん
のこと、自身が買い物困難者であるという認識を
推進させることも併せて行う必要がある。

2．高齢者

(方法)

調査方法　実施期間は、2019年10月12日から12月
11日である。一対一のインタビューを実施した。

調査対象者　WHOによる高齢者の定義より、65
歳以上、かつ実店舗に関するインタビューという
目的のため、比較的都心に住みコンビニを頻繁に
利用する人を対象者とした。研究グループ各員の
親戚やその知人７名へ実施した。対象者の居住地
域及び人数は、東京都が３名、千葉県、埼玉県、
山梨県、奈良県がそれぞれ１名である。
調査項目　コンビニ利用の際に不便に感じている
ことや新たな要望等を質問した。

(結果)

新たなニーズに関する結果として、商品では
「生鮮食品」が最も多く、中でも「カット野菜」
に需要があった。他にも、「医薬品」「健康志向の
食品」「高齢者向け衛生用品」という回答が得られ
た。
コンビニ実店舗における課題に関する結果であ
る。ここでは、コンビニの便利さに関しては対象
者の大半がポジティブな印象を抱いていたが、一
方で「新鮮ではない」というネガティブなイメー
ジを伴うことがわかった。具体的には、「コンビ
ニで生鮮食品は買わない」という回答が多数あり、
それは前述した「生鮮食品」のニーズの数を上回っ
た。その理由に関しては、回答した全員が「コン
ビニに置かれる商品は新鮮ではないイメージがあ
るから」と回答した。
その他の結果として、高齢者は地産地消に関心
の高い人が多く、その理由にも「新鮮さ」が関わっ
ていた。
以上の結果から、高齢者は買い物の際「新鮮さ」
を重視し、一方でコンビニには「新鮮ではない」
というイメージを抱いていることが明らかとなっ
た。高齢者の抱えるニーズに対応するとともに、
そうしたネガティブなイメージを払拭していくこ
とも課題の１つである。

3．外国人留学生

(方法)

調査方法　実施期間は、2019年10月12日から12月
11日である。一対一のインタビューを実施した。
調査対象者　上智大学へ通う留学生を対象に、９
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名へ実施した。対象者の国籍及び人数は、ブラジ
ルとフィリピンがそれぞれ２名、中国、インド、
アメリカ、イギリス、ドイツがそれぞれ１名であ
る。
調査項目　SDGsへの取組みにおける、社会や政
府、コンビニそれぞれに関する日本と自国との比
較、対象者本人の環境に関する考え等を質問し
た。

(結果)

日本のコンビニにおけるダイバーシティへの対
応に関する結果を考察する。ここでは、「パッケー
ジの英語表記」に関する需要が高いことがわかっ
た。「店員の対応」に関しては高い評価が寄せられ、
コンビニ店員が買い物の際にわからないことを教
えてくれたような経験の回答が多かった。
日本の社会や政府、コンビニが行うSDGsの取

組みに関する評価である。ここでは、「プラスチッ
ク袋の過剰供給」への問題意識が極めて多く寄せ
られた。「日本のコンビニはエコを意識している
か」という質問に対して、回答者の大半が「して
いない」と回答し、改善点を聞く中で全員が「プ
ラスチック袋の過剰供給」に言及した。そして９
名全員がこの問題を日本全体の社会問題として捉
えていた。一方でコンビニに対するポジティブな
意見も９名全員から得られた。24時間営業等に関
して問題意識を持っている人でも利便性は高く評
価しており、８名が「日本のコンビニは便利であ
る」と感じていた。コンビニ以外でも日本の「お
もてなし」や「顧客至上主義」には２名が言及し、
プラスチック袋の過剰供給やその他の過剰包装の
原因であると感じていた。
以上の内容から、コンビニの利便性や店員の対

応へ高い評価が寄せられる一方、プラスチック袋
の過剰供給は改善すべき問題であることがわかっ
た。パッケージの英語表記への需要も明らかと
なった。

本インタビューの結果は、自分の意見を発信
することに関しても示唆を与えている。日本の
SDGs認知率向上に関して意見を求めた際、３名
が「日本では問題を感じても外部に発信する人が
少ない」ということを問題視していた。インタ
ビューの中で、特に環境に関して多くの意見を述
べたブラジル出身の女性は、自国にて環境に関す
る特定の授業はなかったが、環境という内容に関
わらず自分の意見を積極的に発信するよう教育さ
れてきたと話す。
以上の内容から、消費者自身が意見を持つこと
や、それを外部へ発信することに関して、日本と
海外との差があることがわかった。

(考察)

表５の示すように、買い物に関して何らかの困
難を抱える３つのセグメントには、生鮮食品のよ
うな共通のニーズが存在した。一方で、コンビニ
にはそれぞれの課題に対し、個々に解決すべき課
題があることがわかった。買い物困難者に対して
は、店舗に代わる買い物サービスが有効である。
買い物に比較的困難していない高齢者に対して
は、医薬品や生鮮食品を取り扱うなど、より多機
能を推進することが有効である。そして両者に対
して、商品やサービスの認知を拡大させ、その利
用に繋がるようなイメージ作りが喫緊の課題であ
る。外国人留学生など、海外から来てコンビニを
利用する人に対しては、よりダイバーシティに対
応した商品の拡充や、店舗内における多言語表記
の推進が有効である。プラスチック袋の過剰供給
という問題は、インタビュー内で多くの批判を集
めたが、環境省（2019）によると2020年７月より
すべての小売店に対し有料化が義務付けられる。
解決に向けた行政の指針が示されたことで、消費
者のさらなる意識改革を進める必要性が見いださ
れた。
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表５　インタビューから得られたニーズと課題

新たに明らかとなった課題の中で、コンビニが
持つイメージに関して興味深い示唆が得られた。
高齢者よりもコンビニの利用頻度が少ない買い物
困難者の中から、コンビニに関するネガティブな
イメージが極めて多くあげられたのである。ここ
から、コンビニの利便性という恩恵を受けている

ほど、コンビニへのイメージは良くなるという示
唆が得られる。つまり、今回得られたニーズや課
題を取り込むことによって、より多くの人にコン
ビニを便利なものとして認識させ、現在抱かれて
いるネガティブなイメージを軽減できる可能性が
示唆された。

(6)　質問紙調査

(目的)

この調査の目的は、消費者のコンビニへのニー
ズとイメージとの関連、および環境意識やそれに
伴う行動について比較検討することである。

（方法）
調査方法　Googleフォームを使った質問紙調査
調査対象者　大学生を中心とした205名 (男性102
名、女性103名)を調査対象とした。
調査時期　2019年11月28日から2019年12月10日に
実施された。
調査内容　以下の３つのカテゴリーに分類された
質問項目を用いた。
1. コンビニのSDGsを含む企業活動への評価
2. 調査対象者の環境意識と行動
3. 調査対象者の属性
なお、2.調査対象者の環境意識と行動について

は、田中・城 (2010)によるエコロジカルマインド
評価尺度 (EM尺度 )を用い、行動評価項目と環境
配慮的意識、行動項目の質問を採用した。

（結果）
本調査において、消費者のSDGs認知度は、比

較的高い結果が得られた。朝日新聞（2019）の調
査では、日本人のSDGs認知度は27％であり、特
に15歳から29歳の若年層が31％と全年代の中で最
も高いことを示した。本調査においても「あなた
はSDGsという言葉をどの程度知っているか」と
質問に対し、「言葉の意味をしっかりと説明でき
る（28.8％）」と「言葉の意味を少し説明できる
（30.1％）」と、一般的な日本人若年層の平均を上
回った。

消費者の環境に対する意識と行動
調査対象者のエコロジカルマインド評価尺度

（環境意識や行動）に対して、因子分析(主因子法、
バリマックス回転)を行った。結果を表６に示す。
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表６　調査対象者の環境への意識に関する因子分析（主因子法、バリマックス回転）

第１因子は「心がけたい」「協力したい」「工夫し
ている」など環境に対し積極的な姿勢を示してい
ることから「環境対策への積極性」因子と命名し
た。第２因子は「わからない」「面倒だ」など環境
に対し消極的な姿勢を示していることから、「環
境対策への消極性」因子と命名した。第３因子は
回答者だけではなく回答者の周りの人たちととも
に節約を心掛けようとする姿勢を示していること
から、「環境対策への協働性」因子と命名した。
エコロジカルマインド評価尺度に対して行った

因子分析することによって得られた３因子につい

て、各因子の因子得点を算出した。因子得点を用
いて因子得点が０以上と０未満の２群に分類し
た。０以上は各因子の特徴に当てはまり、０未満
は特徴に当てはまらない群である。
その後、エコロジカルマインド評価尺度に対し
て行った因子分析によって得られた３つの因子得
点から分類された調査対象者の意識の強度と調査
対象者の環境意識や行動の関連性についてχ2分
析を行った。
その結果を表７に示し、図1.1から1.7の項目に
ついて有意な差が見られた。
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表７　各因子とコンビニの取組みのχ2分析の結果

図1.1　環境対策への積極性因子
とプラスチック袋削減

図1.2　環境対策への積極性因子
と商品包装の簡略化

図1.3　環境対策への積極性因子
と配達効率化での食品ロス削減
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（考察）
図1.1から図1.3に示されるように、環境対策に
積極的な人は、商品包装の簡素化と配送の効率化
による食品ロス対策を不十分だと感じず、プラス
チック袋の削減が不十分だと思っていることがわ
かった。
プラスチック袋の削減と食品ロスの問題はどち

らも社会的な課題になっている。この二点で環境
対策に積極的な人の中での認識の差がでた理由
は、プラスチック袋削減に対する各店舗の取組み
は有料化やポイント制度などが導入されていると
いう点で消費者の関心を惹きやすいことが考えら
れる。一方で、食品ロス対策に対しては、「食品
ロス」というワードは周知されつつあるものの店

舗単位の取組みが周知されていないために、環境
対策に積極的な消費者の関心もまだ低い。
図1.5から図1.7に示されるように、環境対策に
協働的な人は、食品包装の簡素化と合成着色料不
使用への対策を不十分であると感じていた。一方
で、食品ロスへの対策については不十分に感じて
いた。
この結果については、環境対策に協働的な人に
対して、社会全体で取り組まなければいけない
「食品ロス」という課題に対し、未だに抜本的な
解決案がないことで、十分な取組みがなされてい
ないと判断されたのではないかと考えられる。一
方で、食品包装の簡素化や合成着色料不使用につ
いては、近年店舗などでも食品添加物が商品前面

図1.4　環境対策への消極性因子
と合成着色料不使用

図1.5　環境対策への協働性因子
と食品ロス対策

図1.6　環境対策の協働性因子と
食品包装の簡素化

図1.7　環境対策への協働性因子
と合成着色料不使用

SDGsの視点から考察するコンビニエンスストアのプロモーション提案　65



に表記の拡大やプラスチック袋削減に向けた各店
舗の取組み等で環境対策に協働的な人には十分で
あると判断された。

 以上の結果より、コンビニに求める商品とし
て、消費者のSDGs認知度において高いという結
果が得られたにも関わらず、SDGsに関連する商
品へのニーズが少なく、消費者の環境に対する意
識によって、コンビニのSDGsの取組みに対する
評価がさまざまであるということがわかった。一
つの問題への取組みに対しても、その取組みを十
分と認識するか、不十分と認識するかは消費者の

環境意識によって大きく異なると明らかになっ
た。環境対策に積極的な人に対しては、商品包装
の簡素化や配送の効率化による食品ロス削減をプ
ロモーションすることが有効であり、環境対策に
協働的な人に対しては、商品包装の簡素化や合成
着色料不使用をプロモーションすることが有効で
あると示唆された。これらの商品の購買を促進さ
せるため、SDGsに関するより具体的な知識の普
及なども並行して求められる。

(7)　コンビニにおけるSDGsの効果的な広告コミュニケーションの実証実験

本実験では、コンビニの実店舗を想定した場で
消費者の購買に際する意思決定に効果的な影響を
与える広告コミュニケーションについて検討す
る。これまでの各調査を前提とし、チョコレー
ト・バナナ・おにぎりの３種類の商材を用い、そ
れぞれ異なる広告手法でSDGsをアピールする手
段を検証する。
実験１について、フェアトレードとSDGsは結

びつきが非常に強く、商品自体がSDGsの要素を
持ち活動が売上に直結するためコンビニをはじめ
とする小売店が取組みやすい。一方、コンビニ運
営会社へのインタビューでの「フェアトレードや
エシカルは消費者に伝えるのが難しく、コミュニ
ケーションに工夫が必要だと感じている」という
言葉から、消費者へ正しい知識が伝わらず購買に
繋がっていない現状がわかった。今回は英国や米
国で公共政策などのために活用され日本国内でも
2017年からCO2排出削減を目的に環境省で活用が
検討されているナッジ理論のフェアトレード商品
における効果を検証する。
実験２について、外国人留学生へのインタ

ビュー調査にて日本の消費活動におけるプラス
チック袋の過剰包装への疑問が明らかとなった。

経済産業省は海洋ごみ対策や地球温暖化対策に対
し、2020年７月からプラスチック製買物袋有料化
の導入を決定しており、コンビニも消費者のライ
フスタイル変革に一役買うこととなる。コンビニ
における過剰包装は商品取りまとめに用いるレジ
袋だけでなく、一つひとつの商品の梱包も問題視
されていることから、外国人留学生から意見の
あったコンビニで販売されているバナナについ
て、一本ずつ梱包する必要性を問うための検証を
する。
実験３について、質問紙調査にてコンビニの環
境への取組みが不十分な点について「食品ロス対
策」が70.3％と最も高く、消費者の食品ロスへの
高い問題意識が明らかになった。昨今ではコンビ
ニの恵方巻きやクリスマスケーキの廃棄量が問題
視されていることもあり消費者の関心は高まって
いるものの、日常的な食品廃棄量について日本人
はいまだ一日に茶碗一杯分の廃棄を出していると
され、国内の年間廃棄量は643万トンにも上る。
本実験では理性的・感情的表現を用いたPOP広
告による消費者の購買行動への影響を検証する。
実証実験の構成を表８に示す。
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表８　実証実験の構成

実験１　フェアトレード商品におけるナッ
ジ広告の効果の検証

(目的)

広告コミュニケーションにナッジ理論を採用、
商材にはチョコレートを用いフェアトレード商品
における効果を検証する。

(方法)

実験計画　チョコレートの種類 (通常・フェアト

レード)と広告の種類(なし・通常・ナッジ)の２要
因による被験者間計画で実施した。
被験者　大学生114名(男性52名、女性62名)。各
セルに19名ずつランダムに配置された。
手続き　被験者は「自分で食べるためのチョコを
買うためにコンビニに来店し、商品棚にチョコ
レートがいくつか並んでいるうちの一つが目の前
の商品である」と説明を受けた後、対象のチョコ
とPOP広告を見て商品に対する印象評価を回答
した。各セルが見たチョコとPOP広告を図２に
示す。

図２　使用した商品パッケージとPOP広告一覧

印象評価は「魅力がある/魅力がない」、「興味・
関心を覚える /興味・関心を覚えない」、「好まし
い /好ましくない」、「楽しさを感じる /楽しさを感
じない」「美味しそうだと感じる /美味しそうだと
感じない」「記憶に残りやすいと感じる /記憶に残
りやすいと感じない」「環境に良いと感じる /環境
に良いと感じない」「購入したい /購入したくない」
の８項目についてそれぞれ「5.非常にそう思う―

1.全くそう思わない」の５段階尺度で回答した。

(結果)

「魅力がある/魅力がない」項目の平均値(図3.1)
に対し、２(チョコの種類 )×３(広告の種類 )の２
要因被験者間分散分析を行ったところ、チョコの
種類と広告の種類の交互作用が５％水準で有意で
あった［F(2, 108) = 3.15, p < .05］。単純主効果の
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検定により各群間で比較を行ったところ、広告
なし条件とナッジ広告条件でチョコの種類の単
純主効果が有意であった［広告なし ： F(1, 108) = 

18.94, p < .05, ナッジ広告 ：  F(1, 108) = 4.74, p < 

.05］。しかし通常広告条件ではチョコの種類の単
純主効果は有意ではなかった。また、通常チョコ
条件とフェアトレードチョコ条件でも単純主効果
が有意でなかった。

図3.1　「魅力がある/魅力がない」の平均値

「購入したい /購入したくない」項目の各セル平
均値(図3.2)に対し、同様に分散分析を行ったとこ
ろ、チョコの種類と広告の種類の交互作用が有意

ではなく、広告の種類・チョコの種類ともに主効
果が有意ではなかった。

図3.2　「購入したい/購入したくない」の平均値

(考察)

「魅力がある /魅力がない」の項目においてチョ
コの種類と広告の種類の交互作用が有意であり、
その中でも広告なし条件とナッジ広告条件でチョ
コの種類の単純主効果が有意であった。これは広

告がない場合とナッジを用いたPOP広告をつけ
た場合、通常のチョコに比べフェアトレードチョ
コは消費者にとって魅力があるとされることを示
している。
本実験はナッジ広告の効果の検証が目的である
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ため、広告がない場合で有意差が出たことは予想
外だが、本実験の手続きがひとつの商品を提示す
る形であったためにこの結果が得られたと推測で
きる。実際の店舗においてPOP広告がない場合
に商品が消費者の目に留まるか否かという点のみ
を考えると、本実験はフェアトレード商品におい
て通常広告に比べナッジ広告は消費者により魅力
を伝えるという示唆がされたことに意義がある。
「購入してみたい /購入したくない」の項目にお
いてチョコの種類と広告の種類の交互作用、広告
の種類・チョコの種類の主効果のすべてが有意で
はないことから、消費者はチョコの種類や広告の
種類が変化しても購入意向に影響を与えないとい
うことが推測できる。
以上から、ナッジ広告はフェアトレード商品に

おいて消費者に魅力を伝えることに効果を発揮す
るが、それが購入意向に繋がるとは限らないこと
が示唆された。

実験２　POP広告効果の検証

(目的)

プラスチック袋の削減におけるPOP広告の効
果について検討する。
(方法)

実験計画　広告の種類(あり・なし)で、バナナの
種類(プラスチック袋あり・なし)を選ぶ２要因の
被験者間計画で実施した。
被験者　大学生114名(男性52名、女性62名)各セ
ルに57名ずつランダムに配置された
手続き　被験者は「コンビニに自分で食べるため
のバナナを買いに来ている」という説明を受けた
後、対象の２種類のバナナと広告を見て、どちら
のバナナを購買したいかと理由を回答した。「プ
ラスチック袋あり」につける広告は、SDGsの目
標14を参考に、「プラスチック袋削減で、海の豊
かさを守ろう」という表現を用いた。各セルが見
たバナナとPOP広告を図４に示す。

図４　使用した商品とPOP広告

購入理由は「袋があったほうが衛生的」「袋が
あったほうが安全」「袋があったほうが傷みづら
い」「袋があったほうが持ち帰りやすい」「袋がある
ことを当たり前と感じる」「袋がないほうが環境に
いいのがわかっていながら、ビニールがあったほ
うが良いと感じる」「袋がなくても支障がない」「袋
がないほうが環境のためになる」「袋があることを

煩わしく感じる」「POP広告に影響された」の項
目について多重回答形式で回答した。

(結果)

バナナの種類(プラスチック袋あり・なし)×広
告の種類(あり・なし)の各セル人数を図5.1に示す。
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図5.1　選んだバナナの種類と広告の有無

この値に対し、バナナの種類 (プラスチック袋
あり・なし)と広告の種類(あり・なし)を広告の有
無が消費者の商品選択に影響を及ぼすと言える。

広告の有無と選んだ理由の人数差を図5.2と図5.3
に示す。

図5.2　プラスチック袋ありのバナナを選んだ理由の人数割合

プラスチック袋ありのバナナを選んだ理由と
広告の有無についてそれぞれχ2検定を行った結
果、「袋があったほうが衛生的」について１％

水準で有意 (χ2=8.51, df=1, p<.01)、「袋があった
ほうが安全」について５％水準で有意であった
(χ2=5.05, df=1, p<.05)。
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図5.3　プラスチック袋なしのバナナを選んだ理由の人数割合

プラスチック袋なしのバナナを選んだ理由と広
告の有無についてそれぞれχ2検定を行った結果、
「袋がないほうが環境のためになる」について
0.1％水準で有意であった(χ2=10.46, df=1, p=.001, 
p<.001)。
この結果より、広告ありでプラスチック袋なし

のバナナを選んだ人と、広告なしでプラスチック
袋なしのバナナを選んだ人の間には、「環境のた
め」という点において有意な差がみられた。

(考察)

今回の調査ではプラスチック袋ありのバナナを
選ぶ割合が69％と大多数であった。しかし、広告
の有無という点のみで差があるときに、広告あり
の時のほうが袋なしのバナナを選ぶ人が多いとい
うことは、χ2検定の結果からも広告の効果が確
かにあるといえる。プラスチック削減というコン
ビニの新しい取組みに対して、POP広告をつけ
ずにバナナを売るよりも、POP広告をつけて販
売する方が効果的であるということが明らかと
なった。プラスチック袋を求める人は衛生面や安
全性を懸念しており、プラスチック袋が不要と
いう人は環境への配慮や１本のバナナを袋に入
れる必要のなさを感じている。「環境のため」を
謳った広告の有無が、商品のプラスチック袋によ
る梱包の有無にも効果的な影響をもたらすことも
明らかとなった。いままで当たり前のようにプ
ラスチック袋で梱包されていた商品であっても、

POP広告があることで消費者の違和感やバイア
スが緩和され、消費者の意思決定に影響を与える
と言える。今後、プラスチックレジ袋有料化の導
入などで消費者のプラスチック消費に対する意識
が高まれば、一層プラスチック袋なしの販売を行
うコンビニへの理解が深まることが期待される。

実験３　理性的・感情的表現を用いた広告
の比較検証

(目的 )　広告コミュニケーションに理性的・感情
的表現を用いた広告を採用、商材にはおにぎりを
用い、広告効果の比較をする。

(方法)

実験計画　おにぎりの種類 (消費期限が当日午後
５時の商品・消費期限が当日午後５時の商品に、
理性的表現を用いた広告をつけたもの・消費期限
当日午後５時の商品に、感情的表現を用いた広告
をつけたもの・消費期限が翌日午前５時の商品 )

１要因４水準による被験者間計画で実施した。
被験者　大学生114名(男性52名、女性62名) 

手続き　被験者は「登校前に、昼食に食べるた
めのおにぎりを一つコンビニで買おうとしてい
る」という説明を受けた後、おにぎりの具材・値
段は全く同じで製造日時が異なる４種類のおにぎ
り(①消費期限当日・広告なし、②消費期限当日・
理性的表現を用いた広告、③消費期限当日・感情
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的表現を用いた広告、④消費期限翌日・広告なし)

の中から、一つを選び回答した。本実験では②理
性的表現を用いた広告を、具体的な数値と現状を
明記した広告とし、③感情的表現を用いた広告

を、ポジティブな表現で行動を呼びかける内容の
広告とする。各おにぎりと付随する広告を図６と
図７に示す。

図６　おにぎりの種類と広告

図７　４種類のおにぎりを並べた図

(結果)

それぞれ①から④のおにぎりについて、人数集
計を行い４つのカテゴリーの度数に偏りがあるか

を調べるためにχ2検定を行った。被験者が選ん
だおにぎりの人数の割合を図８に示す。
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図８　選んだおにぎりの人数の割合

上記の結果についてχ2検定を行ったところ、
４つのおにぎりの条件間で、0.1％水準で有意な
差が見られた(χ2＝27.96, df=3, p<.001)。
おにぎりを選んだ理由についての自由記述式回

答を、共感や前向きな姿勢を伴う「貢献意識を
持った人（n＝38）」と、危機感や責任感を伴う「義
務意識を持った人(n=7)」に分類した。

表９　選んだおにぎり毎の貢献意識・義務意識を持つ人の人数

おにぎり②×「貢献意識を持った人」のχ2検
定では５％水準で有意な差が見られ (χ2=4.203, 
df=1, p<.05)、おにぎり②×「義務意識を持っ
た人」では１％水準で有意な差が見られた
(χ2=13.944, df=1, p<.01)。一方おにぎり③×「貢
献意識を持った人」では１％水準で強い関連が見
られ (χ2=49.66, df=1, p<.01)、おにぎり③×「義
務意識を持った人」では関連は見られなかった。

(考察)

４種類のおにぎりの中で③感情的表現を用いた
広告を選ぶ割合がもっとも多く有意な差が見られ
たことから、消費者には感情的表現を用いた広告
が有効であることが分かる。一方で、消費期限が
長いという理由で④のおにぎりを選ぶ層が一定数
いることも明らかであり、鮮度に対する感度を動
かすのは容易でないことも分かった。②理性的表
現を用いた広告を選んだ人には「貢献意識を持っ

た人」「義務意識を持った人」のどちらに関しても
大きな差はない。一方で③感情的表現を用いた広
告を選んだ人には「貢献意識を持った人」の度合
いに大きな偏りがあり、そのコメントも「食べる
ことが協力につながると思った」「何か少しでも役
に立つものを買いたい」などと前向きな姿勢が多
く見られた。SDGsに関する消費者教育が未だ完
全ではない日本の状況で、コンビニの店頭など瞬
時に購買意思決定を行う場面では、状況を具体的
に説明する表現を用いた広告よりも、感情に訴え
かけ、前向きな行動を促す広告の効果が期待でき
る。
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(8)　総合考察

本研究では、SDGs をプロモーションの視点か
ら考察し、企業の活動の現状と課題、消費者のコ
ンビニやSDGsへの意識を調査・分析することで
効果的なマーケティング施策の提案を行うことを
目的とし、インタビュー調査、質問紙調査、実証
実験により検討した。
コンビニ運営会社へのインタビューでは、コン

ビニにおける SDGs の取組みは業界全体による
横断的な取組みを含め未だ発展途上であること
や、それは消費者のSDGs認知率の低さがひとつ
の原因となっていることがわかった。若年層の認
知率は高いものの、未だ認知していない層、認知
していたとしても行動に移さない層に対し、企業
だけでのSDGsの教育・啓発には限界がある。行
政や教育機関と連携し認知を広げていくことでよ
り深い消費者理解につながり、コンビニ側も機能
面はもちろん、社会的にも充実した商品やサービ
スを提供することが可能となる。
幅広いセグメントの消費者へのインタビューで

は、コンビニの取組みがサービス当事者である買
い物困難者に適切に認知されていないという課題
や、消費者がコンビニに対して持つネガティブな
イメージがコンビニ利用を敬遠している一因と
なっているという課題が発見された。幅広い消費
者に対して常に接点を持ちニーズに合った商品・
サービス展開し、自身が対象となるコンビニの取
組みを適切に認知させ、ネガティブなイメージを
払拭する必要がある。
質問紙調査では、コンビニ利用者は食品ロス対

策やプラスチック袋削減に対して強く関心を持つ

ことや、消費者の環境意識の高さによってコンビ
ニに求めるSDGsの取組みが異なることがわかっ
た。高いSDGsの認知度に対して実際の消費者
のコンビニのSDGsに関わる商品へのニーズは低
く、「SDGs」という言葉だけではなく、SDGsに
おける消費者の役割やSDGs達成へ向けて消費者
ができる身近な行動など、より深い知識の普及が
必要であることが示唆された。
実証実験では、ナッジ広告はフェアトレード商
品において消費者に魅力があると感じさせること
には効果を発揮するが、それが購買行動に繋がる
とは限らないという結果となり、感情的表現を
用いた広告を含むPOP広告は食品ロスやプラス
チック削減への消費者の意識に対して効果的であ
り商品選択にポジティブな影響を与えることがわ
かった。直接的に購買行動に繋がる結果は得られ
なかったが、SDGsに関わる商品へ適切にナッジ
広告や感情的広告を使用することで魅力を伝え、
前向きな消費活動を促すことが期待できる。
以上からコンビニがSDGsを効果的にマーケ

ティングに繋げるためには、多くの消費者に
SDGsやコンビニの取組みの認知を広げ来店を促
すとともに、企業単独での取組みに加え業界全
体、また公的機関との連携により消費者のSDGs

の知識を深めることが必要である。また店舗では
消費者のSDGs理解を深め消費者の商品購買によ
る売上向上を目指すため、利用者に対しナッジ広
告や感情的広告をはじめとする効果的な店頭プロ
モーションを積極的に行うことが必要であるとい
う結論に至った。

(9)　SDGsの視点から見たコンビニにおける 
　　　プロモーション施策の提案と今後の展望

先行研究や各インタビュー、質問紙調査、実証
実験から得た結果を統合的に考察し、
①マス広告による来店促進

②SDGs紹介コーナー設置による商品・サービス
理解
③ナッジ広告や感情的表現広告を用いた店頭
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POPによる売上向上
④幅広い消費者へ向けたSDGs活動の発展
の４段階からなるSDGsの視点から見たコンビ

ニのプロモーション施策を提案する。
図９にプロモーション提案の全体図を示す。

図９　プロモーション提案の全体図

①マス広告による来店促進
TVCMやプレスリリースによってSDGsとコン
ビニの関わりを多くの消費者に伝え、認知の拡大
を図るとともに店舗への来店を促す。
②SDGs紹介コーナー設置による商品・サービス
理解

SDGsに関する商品やサービス・取組みの紹介
を行うコーナーを店舗内の一角に設置する。利
用者のコンビニのSDGs活動への理解を深めると
ともに、行政機関によるSDGs認知拡大の取組み
における消費者との接点 (ポスター掲示やフリー
ペーパー設置など )としても活用でき、より一層
の消費者教育が期待できる。
③ナッジ広告や感情的広告を用いたPOP広告に
よる売上向上

SDGs紹介コーナーで紹介した商品は、店舗
内の商品棚におけるPOP広告にナッジ広告や感
情的表現を用いた広告を使用し、消費者へより
SDGsや商品の魅力を伝え、前向きな消費活動を
促し売上向上へ繋げる。
④幅広い消費者へ向けたSDGs活動の発展

①から③のプロモーションと並行して高齢者・
買い物困難者向け宅配サービスや高齢者施設との
連携による移動販売、イートインスペースの交流
の場としての活用、買い物困難者に対しての割引
サービスや紹介制度、商品説明の多言語表記化や
さまざまな文化に対応した商品開発など、現在の
コンビニのSDGs活動をより発展させていく。幅
広いセグメントの消費者と接点を持ちコンビニの
SDGs活動を発信することでコンビニに対するイ
メージを向上させるとともにコンビニの社会イン
フラとしての価値を高める。
このプロモーション施策によって、コンビニが
収益性・好感度向上を目指すとともに消費者の
SDGs認知を広げ、理解を深めることでSDGsを
「自分ごと」として捉える契機となり、より一層
SDGs普及を後押しし、社会的にも大きなインパ
クトを与えることが期待される。
本研究では大学生が質問紙調査における対象者
の大半を占めた。調査対象者の範囲拡大によって
より深い消費者意識を明らかにできるだろう。ま
た実証実験においては一つのSDGsのカテゴリー
の商品に対して一つの広告効果の検証のみにとど
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まっており、同カテゴリーの商品でさまざまな広
告効果の検証を行うことでより効果的な広告表現
が見つけられる可能性がある。今回得られた知見

をもとに研究を進めることで今後さらに広がって
いくSDGsとマーケティングをより結びつける効
果的な施策が得られるであろう。
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